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Cover Story

今年度、第2次中期経営計画
（2024-2026年度）がスタート
しました。2030年度に目指す
姿に向かって階段を着実に上
り、変貌する未来への挑戦を
続けるグループの姿勢を表現
しました。

三愛オブリグループの概要  （2024年3月31日現在）

三愛オブリ株式会社
代表取締役会長　金田 凖
代表取締役社長　隼田 洋
1952年6月9日
101億2,715万円

商 号
代 表 者

創 業
資 本 金
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〒140-8539
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東京都千代田区大手町二丁目3番2号
東京証券取引所プライム市場
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本店所在地

本社事務所
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三愛オブリグループ会社一覧（連結）（2024年10月1日現在）

三愛オブリ株式会社

石油製品販売・受発注業
キグナス石油株式会社
キグナス興産株式会社
三愛リテールサービス株式会社
三愛オブリ東日本株式会社
三愛オブリ北陸株式会社
三愛オブリカスタマーサービス株式会社

LPガス販売業・配送業
三愛オブリガス東日本株式会社
三愛オブリガス播州株式会社
三愛オブリガス中国株式会社
三愛オブリガス九州株式会社
三愛オブリガス三神株式会社
キグナス液化ガス株式会社
三愛オブリガスサービス中国株式会社
三愛オブリガスサービス九州株式会社
三愛オブリLPG輸送株式会社

化学品製造業
三愛理研株式会社

航空燃料取扱業
三愛アビエーションサービス株式会社
神戸空港給油施設株式会社
株式会社KAFCO

都市ガス業
佐賀ガス株式会社
伊万里ガス株式会社

建設工事業
三愛オブリテック株式会社

保険代理業
株式会社ティー・アンド・ピー



創業者 故 市村清の経営理念

● ふれあうすべての人々の人格を尊重し、分け隔てのない人間関係を築きます。
● 企業活動を通して、より良い社会の発展に貢献します。
● 仕事に誇りを持ち、自律的、創造的に行動します。

三愛オブリグループは、経営理念である三愛精神「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」を軸に倫理行
動憲章を制定し、グループ全体でより良い社会の発展に貢献することを目指しています。

会長メッセージ

2020年から世界的に感染拡大した新型コロナウイルス感染症は、2023年5月に5類感染症に移行し行動
制限が解除されたことで、国内経済は緩やかに回復しましたが、ウクライナ紛争や緊迫するイスラエル情勢な
どの地政学的リスクにより、エネルギー資源をはじめとするさまざまな商品やサービスの価格が高騰し、個人
消費の減退などが懸念されています。また、地球規模で気温上昇が進み、各国におけるGHG排出量の削減
が急務となっています。
このような状況下において公表した第２次中期経営計画は、サステナビリティに関する重要課題「気候変動
への対応」「エネルギーの安定供給」「ダイバーシティ＆インクルージョンほか」「コーポレート・ガバナンス」を中
心に据えた構造となっています。社会課題の解決と経済価値の創出が同時に求められる厳しい事業環境の
中で生き残る企業集団となるためには、人材が持つ能力や価値を最大限に引き出す人的資本経営の推進が
不可欠です。研修や教育体制を強化することで個々の能力開発を図るとともに、変革を生む挑戦的な組織風
土を醸成することで、社会に新しい価値を提供する人材を育成してまいります。
これからも経営理念である「三愛精神」のもと「人々の生活と産業を支えるパートナー」として事業に邁進して

まいりますので、ステークホルダーのみなさまには変わらぬご支援ご指導を賜りますようお願い申し上げます。

三愛精神「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」のもと
人的資本経営の推進により、社会へ新たな価値を提供する
代表取締役会長

三愛精神

2024
Sustainability Report

編集方針 
本報告書は、三愛オブリグループの2023年度のサステナビ
リティに関連する取り組みをステークホルダーのみなさまに
分かりやすくお伝えすることを目的に発行しています。
　
報告対象範囲 
三愛オブリ（株）の活動を中心に、三愛オブリグループ全体
やグループ各社の活動について取り上げています。

報告対象期間 
2023年度（2023.4.1～2024.3.31）を基本としていますが、一
部2024年度の発行時点までの事象も含んでいます。

発行時期
2024年11月（次回発行予定 2025年11月）

免責事項 
本報告書には、将来予測も記載しています。これらは記述し
た時点で入手できた情報に基づいたものであり、実際の活
動結果が予測と異なる可能性があります。

参考にしたガイドライン等
・環境省「環境報告ガイドライン」2018年版
・「ISO26000：2010社会的責任に関する手引」
・「持続可能な開発目標（SDGs）」
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化学品メーカーとして臭気
毒性のない泡消火剤「スー
パーフォーム」を東京消防庁
化学研究所と共同開発。全
国で大きなシェアを占める。

1969

三愛精神のもと
1952年に

三愛石油として
誕生

創業者 市村清が日
本における石油の重
要性にいち早く着目
し、石油製品の販売
を主な事業目的とし
て三愛石油株式会社
を発足。

羽田空港にて自主運
航を開始した航空会
社より、燃料補給代
行特約店に指定され
たことを受け、羽田営
業所を開設。航空機
の給油事業に着手。

SS※2経営に乗り出し、本格
的給油所第1号を開設。車
社会の発展を支える。

1959 1960
キグナス石油（株）の全株式
を取得。仕入れの安定化と
販売ネットワークの拡充を
図る。

2004

※1 地下パイプラインで航空機まで
航空燃料を圧送するシステム

※2 サービスステーション
※3 Sustainable Aviation Fuelの
略称。原材料の生産・収集から
燃焼までの過程でCO2の排出
量が少ない持続可能な供給源
から製造されるジェット燃料

これまでの創造価値
三愛オブリ(株)は1952年の創業以来、航空燃料取扱業、ガソリンなどの石油製品販売業、家庭用を含むLPガス販売業、防腐防カビ
剤などの化学品製造販売業、都市ガス事業を含む天然ガス事業と事業領域を広げてまいりました。
このページでは、創業からの価値提供の歴史を三愛精神「人（消費者、取引先、株主）」「国（地域社会、環境）」「勤め（従業員）」になぞ
らえ、主な出来事とともに振り返ります。

建設需要に応えるため、営
業体制を強化するため、ビ
ル建設の総合請負、三愛設
備（株）（現：三愛オブリテック
（株））を設立。

1978
川崎ガスターミナル完成。
関東における一大拠点とし
て操業開始。

1983

日本初、ハイドラントシステ
ム※1による給油を実現。航
空燃料給油事業の発展に
貢献。

1955

創立35周年記念事業として
熱海市に研修センターを開
設。人づくりを通じて企業
の活力源を生み出す。

1990
従業員と経営層が対話する
「マネジメントフォーラム」を
初開催。現在まで毎年継続
して開催されている。

2000
「女性が自分らしく働くため
に」をテーマに女性社員向
けフォーラムを開催。

2017
三愛精神を礎に、当社グ
ループで働く一人ひとりが
順守すべき行動や基本を明
示した「倫理行動規範」（現：
倫理行動憲章）を制定。

2002
「健康基本方針」を制定。
「健康経営優良法人 ～ホワ
イト500～」を初めて取得。

2017
人材を最大の経営資本と捉
え、「人的資本経営に関する
基本的な考え方」を策定。

2024

SS業界における規制緩和
を受け、各地にセルフSSを
オープン。車検センターを
併設させるなど、地域住民
の生活インフラを支える。

2001

佐賀ガス（株）を設立。その
後、天然ガスパイプラインを
敷設、都市ガス供給を開始
し、ライフラインを支える。

2002
高知県および高知県本山
町と「協働の森パートナー
ズ協定」を締結。積極的な
地域交流が行われる。

2008
太陽光発電システムにより
使用電力の再エネ化を図る。

2013
CO2排出量の少ないSAF※3
の受入・給油を開始。燃料
の受入、品質管理および航
空機への給油に協力。

2020

LPガス需要が高まり、国内
初の100tの貯蔵能力を誇る
LPガス冷凍貯蔵タンクを建
設。大型冷凍タンクによる
LPガス貯蔵のパイオニアと
して、業界の発展に貢献。

勤め

人
国
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OUTCOME

サステナビリティ経営の
実践

事業戦略を加速させる
経営基盤の強化

投資管理体制強化と
株主還元の拡大

4.

5.

事業戦略

成長可能性のある
事業への資本と
人財の投下

石油関連事業の
収益維持・
ビジネスモデル変革

グリーンエネルギー・
環境配慮型事業
への参入

1.

2.

3.

天然ガス
販売

LPガス
販売

化学品
製造販売

石油製品
販売

航空燃料
取扱

その他
新エネルギー

技術力 信頼性 提案力 顧客基盤

事業活動社会課題 

● 少子高齢化 

● 気候変動

● 自然災害の増加

● 地域の過疎化   

● 労働力不足 

価値創造の源泉・強み

OUTPUT

総合的な
エネルギー
サービスで
幅広い
顧客課題を解決

新規事業開発や
M&Aによる
事業領域の拡大により
多様な顧客ニーズに
対応

P23

カーボンニュートラルな
社会の実現に向けた
取り組み

気候変動への対応01

P27

人々の生活と
産業を支える
パートナーを目指す

エネルギーの安定供給02

P29
人材の確保と育成

ダイバーシティ＆インクルージョンほか03

P33

経営の効率化と
透明性を確保し
ステークホルダーの
信頼を得る

コーポレート・ガバナンス04

マテリアリティ

ステーク
ホルダーへの
価値創出

三愛精神

三愛オブリグループの価値創造プロセス

これまでの創造価値 三愛オブリグループの価値創造プロセス 重要なステークホルダーへの提供価値
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勤め
従業員

人
消費者

取引先

株主

国
地域社会

環境

従業員がいきいきと働けるよう、健康
経営に取り組み、より良い職場環境を
提供するとともに、一人ひとりの成長
を促すための施策・研修に取り組んで
います。

従業員

お客さまから選ばれるため、競争
力を高めていくとともに、お客さ
まのニーズに応え、満足度の高い
製品・サービスを提供しています。

消費者

公正な取引を行い、双方の持続
的発展につなげています。

取引先

株主・投資家のみなさまに対し情
報開示に努めるとともに中期経
営計画を公表し、オンラインによ
る決算説明を実施しています。

株主

自社製品・サービスを通して地
域住民の生活インフラを支え
ています。

地域社会

気候変動への対応は当社が
取り組むべき課題であり、事
業戦略に組み込んで課題解決
に努めます。

環境

重要なステークホルダーへの提供価値
三愛オブリグループでは、幅広いステークホルダーと対話を行い、
新たな価値提供に向けて、邁進しています。

これまでの創造価値 三愛オブリグループの価値創造プロセス 重要なステークホルダーへの提供価値
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第2次中期経営計画の推進と
サステナビリティ経営の実践
代表取締役社長

地球規模の気候変動や資源の枯渇といった課題が深刻化す
る中、エネルギー供給を担う者の責務として、資源とエネルギー
の効率的利用を追求し、環境負荷の抑制に取り組むことが重
要であると考えています。
当社は1952年に羽田空港における給油事業から始まり、石
油、LPガス、化学品、天然ガス、潤滑油販売とこれまでにさまざ
まな領域に事業を拡大し、社会が必要とするエネルギーや製品
を安全・安定的に供給し続け、社会やお客さまと信頼関係を築
いてきました。
サステナビリティ経営が求められている今、当社の果たすべ

き役割はさらに大きくなっています。その役割を果たすべく、「柔
軟な対応力で、新しい課題解決に挑戦していくこと」「これまで
のつながりに感謝し、それを未来に活かしていくこと」そして「新
たな事業領域に挑戦していくこと」この３つを実行していきます。
また、経営理念である「三愛精神」（注）とコーポレートブランド
である「Obbli」が意味する「顧客、地域、社会と共に、良い関係
を結ぶ」という精神を核としながら、常に社会に必要とされる企
業グループを目指し、継続的に挑戦していくことで真の「人々の
生活と産業を支えるパートナー」であり続けます。

 
2021年に発表した第1次中期経営計画は、『成長実現のた

めの経営基盤の再構築』をテーマに取り組み、そこで掲げた財
務目標「経常利益140億円」「ROE 8.0％以上」「配当性向30.0％
以上」については、全て達成することができました。一方で、投
資計画については、2030年度まで累計1,000億円という目標を
掲げましたが、第1次中期経営計画の3年間での実績は236億
円（進捗率23.6%）に留まり、これからの課題であると認識して
います。
このような中、『戦略の実行と投資の加速』を新たなテーマと

し、2024年5月に第2次中期経営計画（2024-2026年度）を公表
しました。成長可能性のある事業や人的資本価値向上に向け
た取り組みを中心に、資本と人材を積極的に投下していきます。
また、当社グループではサステナビリティに関するマテリアリ
ティ（重要課題）として、「気候変動への対応」「エネルギーの安
定供給」「ダイバーシティ＆インクルージョンほか」「コーポレー
ト・ガバナンス」の4つを特定しています。これらを「事業戦略」と
「サステナビリティ経営の実践」の両輪で解決し、2030年度に
目指す姿、『低炭素・循環型社会に対応した事業ポートフォリオ
への進化』を果たします。
  

当社は、「人的資本経営」「DX推進」「低炭素・循環型社会へ
の貢献」の３つを中心に、サステナビリティ経営を実践していき
ます。
まずは「人的資本経営」についてですが、2024年3月に、「人
的資本経営に関する基本的な考え方」を開示しました。当社グ
ループは人材を最大の経営資本と捉えており、「人財力」を高
めることが、企業価値の最大化・永続的な発展に繋がると考え
ています。株主価値向上と同様に人的資本価値の向上にも取
り組むことで、当社グループの社員一人ひとりが能力を高め、
それを最大限発揮できる環境を整えていきます。
「DX推進」は新中期経営計画の基本方針である「戦略の実
行と投資の加速」を推進していくために重要な課題であると認

識し、2024年7月にDX推進委員会を新設しました。今後は、デ
ジタル化・データ活用の高度化を通じて、「業務効率化」「営業
改革による売上拡大」「データドリブン経営による経営判断、意
思決定の迅速化」をスピード感を持って進めていきます。
「低炭素・循環型社会への貢献」では、TCFDに基づく開示に
ある通り、当社グループのCO2排出量を2030年度までに2019
年度比30%削減という目標を掲げています。当社グループは、
エネルギーを取扱う企業として、気候変動への対応は喫緊の重
要課題であると認識していますので、引き続き削減に向けた施
策の確実な実行とその進捗も公表していきます。

   

2024年3月、気候変動や人権課題など社会要請の変化を踏
まえ「三愛オブリグループの倫理行動憲章」（以下、倫理行動憲
章）を改正し【私たちの行動基準】の見直しを行いました。
経営理念を普遍の価値観・倫理観として位置付けた「倫理行
動憲章」は、私たちが判断に迷ったときに立ち返る大切な場所
です。それのみならず、「倫理行動憲章」が社員一人ひとりの行
動に落とし込まれ、実務に還元されている状態は、他社に真似
することのできない当社の独自性、競争力そのものだとも私は
考えています。自分たちは何のために存在するのか、何に献身
する会社なのか。不確実性の高いこれからの社会を生き抜く
ために、三愛精神という重要な価値観を改めて見つめなおし、
これからもステークホルダーへの価値提供を続けていきます。

社長メッセージ

当社グループの存在意義（パーパス）

第2次中期経営計画（2024-2026年度）のスタート

サステナビリティ経営の実践
ステークホルダーとの信頼関係を築く

三愛オブリグループが果たすべき役割

存在意義
（パーパス）

使命

経営理念
（創業の精神）

人々の生活と産業を支える
パートナーとなる

安心・安全なエネルギー＆
サービスをお届けする

三愛精神
「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」

（注）三愛精神とは、創業者の市村清が唱えた「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」
という経営理念

09 10三愛オブリグループ サステナビリティレポート 2024



第１次中期経営計画

成長実現のための
経営基盤の再構築

低炭素・
循環型社会に対応した
事業ポートフォリオ

への進化

第２次中期経営計画

戦略の実行と
投資の加速

目指す事業ポートフォリオ
目指す姿
2030年度に目指す姿である『低炭素・循環型社会に対応した事業ポートフォリオへの進化』を
達成させるため、第1次中期経営計画では『成長実現のための経営基盤の再構築』を
テーマに取り組んできました。第2次中期経営計画では、
基本方針『戦略の実行と投資の加速』を推し進めることで、
成長事業、新規事業領域を拡大させ、目指す姿の実現に取り組みます。

当社が特定するサステナビリティに関する4 つのマテリアリティ（重要課題）を「事業戦略」と「サステナビリティ経営の実践」により解決
し、2030年度には「低炭素・循環型社会に対応した事業ポートフォリオへの進化」の達成を目指します。

（割合）

2026年度2023年度 2030年度

01 気候変動への対応
02 エネルギーの安定供給

03 ダイバーシティ&インクルージョンほか
04 コーポレート・ガバナンス

事 業 戦 略 サステナビリティ経営の実践

成長可能性のある事業への投資加速

石油関連事業の収益維持
ビジネスモデル変革への挑戦

投資管理体制強化と
株主還元の拡大

事業戦略を加速させる経営基盤の強化
・人的資本経営の高度化
・DXの推進
・低炭素・循環型社会への貢献
  （TCFDに基づく開示）

・航空関連事業
・ガス関連事業
・化学品関連事業
・クリーンテック事業※1

・再エネO&M事業の拡大
・新規事業開発と投資

グリーンエネルギーや
環境配慮型事業などの
新領域への参入

石油・潤滑油
変革事業

• 収益基盤を維持しつつ、
　新規事業領域にチャレンジ
• SS新業態

航空
基盤事業

• 事業の安定的な運営・拡大を
　図るべく、新規設備投資・人材確保を推進

グリーンエネルギー・
環境配慮型事業関連

新規事業

• 再エネO&M事業の拡大
• 新規事業開発と投資

成長事業

LPガス・天然ガス・
化学品・クリーンテック
• 成長可能性のある事業への積極的な投資
• M＆Aを含めた成長投資と人材投下

航空

潤滑油

天然
ガス

再エネ
O&M

LP
ガス

クリーン
テック化学品

NEW

石油

潤滑油 石油2030
目指す姿

マテリアリティ

※1 三愛オブリテック（株）の事業である化学研磨、電解研磨、精密洗浄の総称。

2021-2023

2024-2026

220億円 
投資額

250億円
投資額

500億円
投資額
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定量計画 目標

連結経常利益 130億円 ～150億円

連結ROE 8.0% 以上

年間配当金／1株 2024-2026年度の3年間は、100円を下限
とする

総還元性向 2024-2026年度の3年間は、100％を目指す

投資計画
(2024-2026年度) 600億円

⾮財務⽬標
●  従業員⼀⼈当たりの教育費：120千円
⃝  採⽤に占めるキャリア採⽤割合：直近3ヶ年と同⽔準を維持
●  新卒採⽤⼈数に占める⼥性割合(総合職)：30％以上
●  グループDX推進⼈財：50名以上

中期経営計画

1st Stage

中期経営計画（2021-2023年度）
〜成⻑実現のための経営基盤の再構築〜

2nd Stage

中期経営計画（2024-2026年度）
〜戦略の実⾏と投資の加速〜

業績と
資本政策

財務目標と投資計画・実績（2023年度）

定量計画 目標 実績

連結経常利益 140億円 177億円

連結ROE 8.0% 以上 9.8%

連結配当性向 30.0 % 以上 46.7%

年間配当金／1株 – 80円

投資計画 
(2021-2030年度) 1,000億円 236億円

（2021-2023年度）

主な施策

施策 成果

事業戦略

石油関連事業の効率化と他事業への経営資源の拠出 〇

成長可能性のある事業へのM&Aを含めた投資 ×

事業間連携によるさらなるシナジー創出 〇

事業を支える 
組織強化

グループマネジメント体制の強化 〇

変革を生む挑戦的な組織風土の醸成 △

施策

事業戦略

成長可能性のある事業への資本と人財の投下
（航空・ガス・化学品・クリーンテック事業）

石油関連事業の収益維持・ビジネスモデル変革（石油事業）

グリーンエネルギー・環境配慮型事業への参入（新規事業）

サステナ
ビリティ
経営の実践

事業戦略を加速させる経営基盤の強化 
（人的資本経営、DX推進、低炭素・循環型社会への貢献）

投資管理体制強化と株主還元の拡大 
（成長事業への投資、利益に応じた配当政策と資本政策）

課題

⃝  投資の加速
　2030年度に目指す姿「事業ポートフォリオの進化」に向け、各事業（新規・成長・変革・基盤等）への投資を加速
⃝  人的資本経営の推進
　変革を生む挑戦的な組織風土を醸成するため、組織改革を含めた人的資本経営の高度化と推進

2026年度にレビュー予定

低炭素・
循環型社会に
対応した
事業

ポートフォリオ
への進化

財務⽬標と投資計画

中期経営計画
第1次中期経営計画では、2030年度に目指す姿「低炭素・循環型社会に対応した事業ポートフォリオへの進化」を実現するために、事
業戦略とその戦略を支える組織の強化に取り組みました。最終年度となった2023年度の業績は、航空事業の特殊要因があったため、
連結経常利益は177億円と過去最高益を更新し、資本政策（ROE・配当性向）についても掲げた目標を達成しました。

一方で、累計投資額については、236億円に留まり、2030年度までの投資計画
1,000億円に対して、投資進捗率は23.6％となりました。財務目標は達成しましたが、
投資計画が未達となり、第2次中計では投資を加速させることが課題となります。

＊�第1次中期経営計画のレビューおよび第2次中期経営計画の詳細につきましては、下記のリンク先よりご覧いただけます。�
https://www.san-ai-obbli.com/cms/data/ir-strategy/fy2024tofy2026r.pdf



中期経営計画中期経営計画

● 航空機給油施設の所有および管理・運営
● 航空機給油施設の設計施工およびコンサルタント業務
● 航空機への給油業務
● 航空燃料の販売

燃料受入・品質管理 数量管理・在庫管理 点検・保守 給油

商流

仕入 輸送
配送 消費者

需要家特約店卸売

配送 消費者
需要家小売

商流

事業概要 グループ会社

三愛アビエーションサービス（株）

神戸空港給油施設（株）

（株）KAFCO

第2次中期経営計画の主な施策

環境課題認識

2024～2026年の3年間で

280億円規模の投資を計画
戦略

第2次中期経営計画の主な施策

環境課題認識

2024～2026年の3年間で

60～100億円規模の投資を計画
戦略

● LPガス販売業
家庭用・業務用等LPガス、産業用一般高圧ガス
の販売およびリフォーム・ガス機器販売等

● LPガスサービス業
LPガスの配送および充てん作業

事業概要 グループ会社

三愛オブリガス東日本（株）

三愛オブリガス播州（株）

三愛オブリガス中国（株）

三愛オブリガス九州（株）

取締役
執行役員
ガス事業部門担当

執行役員
航空事業部門担当

顧客基盤拡大サイクルの構築とM&A投資の
加速を通じ、小売軒数を拡大していきます

安全・安心を最優先に、航空燃料の需要増加に
対応していきます

● 急増する航空燃料需要への対応
● 環境に配慮した航空機給油施設および給油現場の運用

● 少子高齢化を背景とした世帯数の減少などによるLPガスの需要減少
● 顧客基盤の拡大による事業体制のさらなる強化

● LPガス販売子会社の販売力強化に向けた経営管理体制の構築
● 既存取引先のシェア拡大に向けた販売および業務支援拡大
● 小売軒数拡大に向けたM&A推進体制の強化

三愛オブリガス三神（株）

三愛オブリガスサービス中国（株）

三愛オブリガスサービス九州（株）

三愛オブリLPG輸送（株）

航空関連事業 ガス関連事業（LPガス）

● 航空機給油施設の増強－羽田空港第2貯油基地の建設
● 航空機給油施設内太陽光発電およびリニューアブルディーゼルの使用
● SAF※供給へ積極的な協力
● 新給油システム導入による給油現場のDX化

三愛オブリグループが
航空燃料取扱業務を担う拠点

全国27ヶ所*
羽田空港における当社の給油回数

約350便/日*

LPガスの充てん所
（エアゾール用含む）

10ヶ所*

特約店
全国305店*

※ 持続可能な航空燃料

*2024年3月末時点
*2024年3月末時点
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中期経営計画中期経営計画

メーカー機能

商社機能 製品仕入 販売物流・輸送 お客さま

製品開発 原料調達 製造・
品質管理 販売物流・輸送 お客さま

商流 商流

事業概要

第2次中期経営計画の主な施策

環境課題認識

2024～2026年の3年間で

30億円規模の投資を計画
戦略

第2次中期経営計画の主な施策

環境課題認識

2024～2026年の3年間で

50億円規模の投資を計画
戦略

事業概要 グループ会社

佐賀ガス（株）

伊万里ガス(株)※

グループ会社

三愛理研（株）● 天然ガスの大口需要家への販売、天然ガスパイプラインの運営および保安、
天然ガスを利用したエネルギー供給、佐賀ガス（株）への天然ガスの販売

● OES※の提案と構築
● 一般消費者および大口需要家への都市ガスの供給（佐賀ガス（株）、伊万里ガス（株））
※ オンサイトエネルギーサービスの略称

※ 2024年5月31日に伊万里ガス（株）の株式
を取得し連結対象子会社となりました。

● 洗車機用ワックス、撥水コートなどの自動車関連商品、防腐・防カビ剤など化学製
品類の販売

● 溶剤および石油樹脂、機能化学品の仕入販売
● 化学製品類の製造および販売（三愛理研（株））

都市ガス事業（一般需要家など）

パイプライン供給（法人需要家）

エネルギーサービス（法人需要家）

LNG
基地

都市ガス
製造

LNG供給（法人需要家）

供給設備の強化・拡充への投資と、顧客ニーズに
応える営業活動の推進によって事業基盤を拡大
させ、さらなる成長事業へと発展させていきます

サプライチェーン強化による収益向上と機能化学品領域のさらなる拡充を目指します
執行役員
エネルギーソリューション事業部門兼
化学品事業部門担当

ガス関連事業（天然ガス） 化学品関連事業

● 脱炭素社会への移行期に役割を果たす天然ガスの燃料転換、安定供給
● 脱炭素社会における顧客ニーズに対応した代替エネルギーの新たな提案の実施

● 九州エリアにおける導管延伸、中継基地の新設
● 提案型営業による再生可能エネルギーOES提供拡大
● 導管周辺およびLNGサテライト展開エリアでのLNG提供拡大

● 新商品の研究開発強化、製造設備の拡張・更新、機能化学品の販売拡大
● サプライチェーン統括課による化学原料の仕入れ安定化

● 研究開発強化による新商品の上市
● 設備拡張を通じた自社製品・受託製造の拡大
● 機能化学品の販売拡大
● M&Aや共同研究開発を含めた事業領域の拡大

製造販売している製品
約700製品*

天然ガス導管網の総延長
392.8km*

三愛オブリ（株）の
大口ガス供給件数
31件*

2023年度CO2削減量
（天然ガスへの燃料転換による）

約47,152t*

*2024年3月末時点*2024年3月末時点
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中期経営計画

これまでの主な活動実績
● WOTA（株）（小規模分散型水循環システム）への出資 
● MOILホールディングス（株）、埼玉県美里町と「美里町
　脱炭素ビジョン」の実現に向けた包括連携協定締結
● avatarin（株）（アバター基盤開発）への出資 ほか

取り組み内容
● スタートアップ企業への出資検討や地方自治体との連携強化
● 既存事業の領域拡大支援

ガス供給ライン用クリーンパイプ（内面電解研磨）

©avatarin（株）

事業概要
● 高付加価値潤滑油販売（Mobil、AMSOIL、WCI等）
 ● 風力発電所向けサービス(潤滑油交換、ボアスコープ調査等)
● ガスエンジン発電所向けサービス(潤滑油・クーラント交換等)
● 食品・一般製造業向けサービス（各種オイル販売・交換作業等）

第2次中期経営計画の方針
● エンジニアリング事業の拡大
　→ガスエンジン発電所向けサービスの拡大
　→風力O&M※向けサービス事業の拡大
※オペレーション＆メンテナンス

事業概要
● 真空向け（半導体関連機器）製品等の精密洗浄、精密研磨
　→高品質精密洗浄（SMC®）、高品質化学研磨（CP）、高品質電解研磨（EP）
● その他各種洗浄（酸洗、再生洗浄、出張洗浄）
● 表面処理技術の研究開発

第2次中期経営計画の方針
● 半導体製造装置洗浄拡大と新技術・新薬剤開発の推進
● 半導体製造装置の需要回復期、拡大期を見据えた受入れ態勢の強化

風力発電所／ボアスコープ調査

©WOTA(株)

商流

保管
（油槽所）

流通
（受発注・配送、商社機能）

販売
（サービスステーション）

販売
（法人需要家へ、燃料油や潤滑油）主要な油槽所 4ヶ所

サービス
ステーション（系列）

全国
1,006ヶ所*

事業概要 グループ会社

キグナス石油（株）

三愛リテールサービス（株）

三愛オブリ東日本（株）

三愛オブリ北陸（株）

2024～2026年の3年間で

60～100億円規模の投資を計画
戦略

● 揮発油、灯油、軽油および重油等石油製品類の特約店ならびに大口需要家への販売
● 石油元売会社等からの委託による石油製品の保管および出荷
● SSにおける石油製品・自動車関連商品の小売販売

元売・卸・小売の各機能を有したサプライチェーンを
活かし、拠点を維持・拡大していきます 執行役員

石油事業部門担当

石油関連事業

第2次中期経営計画の主な施策

環境課題認識
● 国内の石油需要が縮小している中、SS拠点の維持と新規獲得による事業拡大を図る
● 新業態ビジネスの立ち上げに向けた新たな挑戦

● 新規SS拠点の獲得
● SS運営における競争力の強化および組織最適化（ローコス
トオペレーション化）

● SS拠点を活かした新業態ビジネスの探索と立ち上げ

その他事業

クリーンテック事業  -三愛オブリテック（株）-

事業開発部

潤滑油事業  -エネルギーソリューション事業部  -

*2024年3月末時点
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　当社グループは、事業活動を通じてサステナビリティ課
題の解決に取り組んでいます。サステナビリティ委員会と
下部４委員会で構成されたサステナビリティ推進体制の
中で、マテリアリティに関する取り組みや環境課題などが
議論され、その内容が経営層によって意思決定される仕
組みを構築し、実効性を上げています。
　また、マテリアリティに関する活動報告は、本レポート
やホームページなどで開示し、ステークホルダーコミュニ
ケーションを図っていきます。

　現代社会には数多くの社会課題が存在しますが、すべてに取り組
むことは不可能です。そこで、当社グループの事業活動と社会課題
の関連性を整理し、優先的に取り組む重要課題（マテリアリティ）を
特定しました。さらに特定した課題がSDGｓのどのターゲットに該当
するか、主な取り組み事例とともに右ページで紹介しています。

マテリアリティ取り組み一覧

気候変動への対応

01
エネルギーの
安定供給

02
ダイバーシティ＆

インクルージョンほか

03
コーポレート・
ガバナンス

04

私たちは、エネルギー供給を担
う者の責務として、資源とエネル
ギーの効率的利用を追求し、地
球環境を健全な状態で子孫に
残すため、環境負荷の抑制に取
り組みます。

カーボンニュートラルな
社会の実現に向けた

取り組み

エネルギーを安全、安定的に供
給することで、人々の生活と産業
を支えるパートナーとして社会の
発展に貢献します。危険物を取
り扱う企業として、危機管理と事
業継続計画の強化に努めます。

人々の生活と
産業を支える

パートナーを目指す

経営の効率化と透明性の向上に
努め、コンプライアンス経営に徹
します。実効性の高いコーポレー
ト・ガバナンス体制を構築し、そ
の仕組みを重層的に運用するこ
とで業務の適正を確保します。

経営の効率化と
透明性を確保し

ステークホルダーの
信頼を得る

自社グループの発展と個人の幸
せの一致を図るため人材育成や
ダイバーシティの推進、健康経営
に取り組みます。多様な価値観
によりイノベーションを創出し、
社会に新たな価値を創造します。

人材の
確保と育成

世界のエネルギーミッ
クスにおける再生可能
エネルギーの割合を
大幅に拡大させる

気候変動対策を戦略
及び計画に盛り込む

あらゆる種類の海洋
汚染を防止する

SDGsターゲット SDGsターゲット SDGsターゲット SDGsターゲット

安価かつ信頼できる
現代的なエネルギー
サービスへの普遍的
アクセスを確保する

あらゆる意思決定の
場に女性が参画平等
なリーダーシップの機
会確保

企業の持続可能性に
関する取り組みを報告

主な取り組み 主な取り組み 主な取り組み 主な取り組み
● サービスステーション
新業態への転換

● 電気自動車等への対応
● 水素燃料インフラの整備
● 天然ガスによるOES（オンサイ
トエネルギーサービス）の展開

● グリーンLPG等
オフセット商品の販売

● TCFD提言に基づく情報開示
● 自社グループのGHG排出削減
● 生分解性プラスチックの拡販
● 洗車機からの浄化排水
● 「美里町脱炭素ビジョン」に
向けた協定締結

● 太陽光発電システムの設置

● 調達ルートの強化
● サービスステーションの
非常用設備の充実

● 危険物施設の安全操業、
技術継承

● ＤＸ化の推進
（DX推進委員会の設置）
● 特約店からの運営継承
（当該地域における
エネルギーアクセスの確保）

● 油槽所の代替利用
● 危険物施設の災害対応
● 環境安全監査の実施
● 羽田空港第2貯油基地の建設と
航空人材の確保

● ダイバーシティの推進
● 女性活躍推進法への対応
● 障がい者雇用
● 両立支援制度の充実
● 柔軟な働き方の推奨
● 人材育成、研修の充実
● エンゲージメント向上の
取り組み

● Share Obbliによる
相互称賛・見える化

● 健康経営の推進
● 人的資本経営の推進

● 社外役員による
ガバナンスの強化

● 意思決定と透明性の確保
● コンプライアンス経営の推進
● サステナビリティに関する
取り組みの定期報告

● 「企業価値向上に向けた現状
分析」と中期経営計画の開示

● TCFD提言に沿った情報開示

サステナビリティマネジメント
地球規模で環境・社会問題が深刻化する中、三愛オブリグループは2021年 12月「サステナビリティ基本方針」を策定し、
サステナビリティに関する取り組みをこれまで以上に深化、発展させることを表明しました。
当社グループの経営資源と事業特性を活かしながら、社会が直面する課題に積極的に対応していきます。

マテリアリティの特定

サステナビリティ・ガバナンス

総合的な災害リスク
の管理

多様な経験や資源戦
略を基にした効果的
なパートナーシップを
奨励・推進する

イノベーションを支援
する人材開発

あらゆる年齢の人々の
健康的な生活の確保

専門的知識、知見を
持つステークホルダー
とのパートナーシップ
強化

三愛オブリグループのマテリアリティマップ

最もマテリアリティが
高い領域

重要度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
お
け
る
重
要
度

当社事業における重要度

● 気候変動への対応
● エネルギーの安定供給
● ダイバーシティ＆インクルージョンほか
● コーポレート・ガバナンス

特定した最重要項目

マテリアリティの特定プロセス

1.  課題の抽出
GRI、TCFD提言、SDGs、ISO26000等を参照し
社会課題を抽出

ステークホルダーと当社事業の２つの評価軸に
より優先順位を設定

2.  優先順位の設定

特に重要な４テーマについてサステナビリティ
委員会で妥当性を確認し、取締役会で承認

3.  マテリアリティの特定

サステナビリティ推進体制

リスク
マネジメント
委員会

コンプライアンス
委員会

環境・社会貢献
委員会

品質保証
委員会

経営会議

サステナビリティ委員会

委員会で
サステナビリティに
関する取り組みを
検討・提案

サステナビリティ
委員会で審議 各部門へ展開 実行

事業にサステナビリティを織り込むための取り組み
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マテリアリティ報告

カーボンニュートラルな
社会の実現に向けた取り組み

気候変動への対応01

気候変動が当社グループの財務に与える影響を分析し、TCFD提言に沿った形で情報開示を行っています。主な内容は以下の通り
です。

TCFD提言に基づく情報開示

当社グループの気候変動に関するリスクおよび機会については、サステナビリティ推進部および経営企画部が事務局となり、サステ
ナビリティ委員会で年１回以上評価を行い、影響度、対応策などをPDCAサイクルにて見直しています。

当社グループは気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が公
表している第６次評価報告書第１作業部会報告書のシナリオを
ベースに2030 年から2040 年までのシナリオ分析を実施しまし
た。（P.24参照）

想定されるシナリオ

戦略

リスク

機会

シナリオ分析

当社グループでは、2019年度を基準とし
て、2030年度にはCO2排出量30％削減、
2050年度にはカーボンニュートラルを目
標としています。なお、CO2排出量は 
Scope1およびScope2の合計となってい
ます。

指標と目標

※1 水素(H2)と二酸化炭素(CO2)を反応させ、メタン(CH4)を合成する技術。ガスの脱炭素化技術として注目されている。
※2 メタネーションと同様に水素と二酸化炭素を反応させ、プロパン(C3H8)を合成する技術。現時点で技術体系は確立されていない。
※ リスクと機会について、事業への影響度が「小」に分類されるものについては、ホームページでご覧いただけます。
https://www.san-ai-obbli.com/assets/pdf/csr/materiality/tcfd.pdf

三愛オブリグループサステナビリティ委
員会は、気候変動にかかわるリスクおよ
び機会の抽出・評価を審議し、審議結果
を取締役会に報告しています。取締役会
は報告内容に基づき管理・監督を行って
います。

ガバナンス

リスク管理

11,732

5,000

10,000

15,000

20,000

0

（ｔ-CO2）

2030（目標） 2050（目標）2019（実績） 2023（実績）

16,760 15,448

カーボンニュートラル

2019年度比
－30％（5,028t減）

● 想定期間：2030 ～ 2040年
● 対象範囲：三愛オブリグループ全体
● 採用シナリオ：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
　　　　　　　  第６次評価報告書第１作業部会報告書

前提条件

4℃シナリオ
種類 発生時期影響度リスク影響 対応戦略

気象パターンの変化
による気温上昇

・海面上昇により石油製品油槽所の一部が機
能不全
・航空機給油施設内の地下水上昇

・他油槽所の代替利用
・高潮対策（嵩上）
・排水機能強化

物理的 慢性 大 長期

大 短期ガソリン車の
規制強化

・ガソリン車の規制強化
・炭素税導入によりガソリン車の利用が減少

・変革事業（石油）はローコス
ト体制へ
・経営資源を再配分移行

法規制

大 短期～
中期　

EV（電気自動車）
普及率増加

・EVが普及するもライフラインとしてのSS需要
は残る

・ガソリン車への対応は継続
しEV等への対応市場

2℃シナリオ
種類 発生時期影響度リスク影響 対応戦略

ガソリン車の
新車販売禁止

・2030年代にはガソリン車の新規販売が禁止
・2030年以降、急激にガソリン販売量が減少 ・SS新業態への転換法規制 大 中期

大 短期～
中期　

EVおよび水素自動車
の普及率増加

・EV、水素自動車へのシフトが進み
ガソリン車シェアが大きく減少

・成長事業への投資拡大
・EVへの対応を含むSS新業
態への転換

移行
市場

4℃シナリオ
種類 発生時期影響度機会影響 対応戦略

再生可能エネルギー
の普及

・再生可能エネルギーのオペレーション＆メン
テナンス部門へ進出しビジネス機会が増加

・風力発電などのオペレー
ション＆メンテナンスをおこ
なう会社への出資

資源の効率化 中 中期

感染症蔓延により衛生
分野の化学品メーカー
における需要が増加

・衛生分野の化学品メーカーを買収 ・化学品メーカーの買収製品・サービス 中 短期～
中期　

4℃・2℃シナリオ共通
種類 発生時期影響度機会影響 対応戦略

メタネーション
技術※1の確立

・合成メタン製造の技術が確立され、天然ガス
から合成メタンへの切り替えが進む

・新たな仕入先、販売先の
確保

エネルギー源

中 長期

プロパネーション
技術※2の確立

・合成プロパンガス製造の技術が確立され、切
り替えが進む

・グリーンLPガスの販売へ
切り替えていく中 長期

e-fuel技術の確立 ・合成燃料の製造技術が確立され化石燃料か
らの切り替えが進む

・新たな仕入先、販売先の
確保大 長期

2℃シナリオ
種類 発生時期影響度機会影響 対応戦略

水素ステーション
建設

・エンジニアリング部門において水素ステー
ション建設増加 ・水素ステーションの建設

製品・サービス
大 中期

水素自動車の普及 ・水素ステーション運営へと転換を図る ・水素ステーションの運営大 中期

取締役会

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

環境・社会貢献委員会

品質保証委員会執行役員
（各事業部・本社各部）（グループ会社）

三愛オブリグループ
サステナビリティ委員会

代表取締役［ 取締役会長・取締役社長 ］
経営会議

事業所の省エネ＆再生可能エネルギーの導入

技術開発の
進展と社会実装

23 24三愛オブリグループ サステナビリティレポート 2024 三愛オブリグループ サステナビリティレポート 2024



マテリアリティ報告マテリアリティ報告

　佐賀ガス（株）は2022年10月、国が認証するカーボンクレ
ジット「Jクレジット」を使った、燃焼時の二酸化炭素排出を実
質ゼロにできる「カーボン・オフセット都市ガス」の販売を開
始しており、今回の連携協定で佐賀市と佐賀ガス（株）が協
力し、地域脱炭素の取り組みを進めていきます。

サステナビリティ課題に関する研修を実施しています。
　2回目となる本研修が2024年7月12日に大手町本社会議
室で実施され40名が参加しました。前半はGHG排出量削減
の進捗状況や、さらなる削減に向けた施策について意見交
換が行われ、後半では人的資本経営の推進に向け、人事、
労務、人材育成等に関わる情報のアップデート（インプット）
を実施しました。その後、グループ会社ごとに抱えている課
題やその解決策を共有するなど貴重な機会となりました。

　三愛オブリグループは、化石燃料を取り扱う企業の責務と
して自然環境の保護に努め、森林再生事業に協賛していま
す。2008年より以下の協定を締結し、毎年「三愛オブリの森」
体験型環境研修を開催しています。社員が実際に間伐体験
をするほか、地元の方々との交流を深めています。2023年
度は、グループ各社から32名の社員が研修に参加しました。

「三愛オブリの森」体験型環境研修
サステナビリティ推進部

　キグナス石油（株）では、2024年4月にオブリステーション
加古川のキャノピーに44枚の太陽光パネルを設置し、太陽
光発電システムの運用を開始しました。本設備の年間発電
予定量は17,535kWhで、SS全体の電力使用量のうち、約
25％にあたります。
　現在キグナス石油（株）では3ヶ所の社有SSに太陽光パネ
ルを設置し、CO2排出削減に取り組んでいます。
　また、オブリステーション加古川では、営業活動における
CO2排出量実質ゼロを実現するため、発電分以外の使用電
力をグリーン電力に切り替える予定です。

太陽光発電システムを設置
キグナス石油（株）

　キグナス石油（株）では、2023年11月から名古屋地区の届
配送ローリー車両で（株）ユーグレナの次世代バイオディー
ゼル燃料「サステオディーゼル20」※の使用を開始しました。
本製品は通常の軽油と比較して約20%のCO2の削減効果が
あり、2023年11月から2024年3月までに6,577L使用し、約
3tのCO2削減効果がありました。
※ 「サステオ」は（株）ユーグレナが製造・販売する使用済み食用油やユーグ
レナ由来油脂等を原料とする次世代バイオ燃料で、今回使用している次世
代バイオディーゼル燃料は海外協力プラントで製造される使用済み食用油
を原料としたバイオ燃料を通常軽油に20％混合した「サステオディーゼル
20」となります。化石燃料由来の燃料と相対的に比較した場合にCO2削減
の効果が期待されています。

配送ローリー車両へのバイオ燃料供給
キグナス石油（株）

　三愛オブリテック（株）は、豊通エア・リキードハイドロ
ジェンエナジー（株）様が運営する「熱田水素ステーション」を
建設しました。近年、燃料電池バスやトラックなどの大型燃
料電池車両が新たに開発されていることを背景に、本ステー
ションはこれら次世代車両の普及に大きく貢献することが期
待されています。

水素ステーションの建設
三愛オブリテック（株）

　三愛リテールサービス（株）では、ガソリンをタンクロー
リーから荷卸しする際や、車への給油時等に発生する揮発性
有機化合物（VOC）の排出を抑制するため、ベーパーリカバ
リー装置の導入を推進しています。VOCは光化学スモッグな
どの原因にもなり得る化学物質であることから、大気への排
出を抑制し、環境負荷の低減を目指します。

VOC排出抑制の取り組み
三愛リテールサービス（株）

　三愛オブリグループでは、グループ全体でサステナビリ
ティ経営を推進するために2023年度からグループ会社社
長、総務部長を対象とし「TCFD開示」「人的資本経営」など

三愛オブリグループ研修
人事部、サステナビリティ推進部

　佐賀ガス（株）は2023年7月6日、佐賀市と脱炭素社会に
向けた連携協定を締結しました。佐賀市はCO2排出量を
2050年までに実質ゼロにすることを目指して、2020年10月
に「ゼロカーボンシティさがし」を表明しています。

ゼロカーボンシティさがし
佐賀ガス（株）

オブリステーション加古川

Ⓒ 豊通エア・リキードハイドロジェンエナジー（株）

● 2008年より17年目
● 間伐体験者数：450名
● 協定を結んだ森：232.08ha
● 間伐により再生した森が吸収したCO2：5,098t

高知県、高知県本山町および本山町森林組合と
「協働の森パートナーズ協定」を締結
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　航空事業部は2024年3月7日、航空燃料貯油基地内にお
いて「2023年度 総合防災訓練※」を実施しました。この訓練
は、災害発生時の現地災害対策室の運営手順の確認と関係
機関との連携強化を図ることを目的に、東京消防庁蒲田消
防署の協力のもと毎年実施しています。三愛オブリ（株）航空
事業部の社員と関係者合わせて、約100名が参加しました。
※ 都心南部を震源とする首都直下地震が発生し、羽田空港は震度6強の揺
れを観測。地震の影響で燃料貯蔵タンクの配管が損傷し、漏洩した燃料か
らタンク火災に発展。作業員1名負傷、意識のない傷病者1名が発生した
想定。

おいても各事業所の災害想定に沿った危機対応訓練を実施
しました。2023年度 総合防災訓練

航空事業部

　当社グループでは大規模地震をはじめ気候変動による自
然災害、感染症拡大やサイバー攻撃による業務停止など、あ
らゆるリスクに備えるためBCP（事業継続計画）を策定してい
ます。危機発生時の初期対応から緊急時の受発注業務代行
訓練など部門ごとに体制が整備され、実効性を高めるため
に毎年計画の見直しと計画に基づく対応訓練が実施されて
います。

BCP（事業継続計画）

　化学品事業部は当社グループで唯一メーカー機能を有
し、原材料や副資材を安定的に調達する必要がありますが、
昨今の化学物質の規制強化や石油化学プラントの停止・老
朽化によりメーカー側の製造量が減少するなど、複数の購買
先を検討し、調達リスクに備えることが急務です。
　2024年4月、同事業部は各支店や三愛理研(株)でそれぞ
れ行っていた原材料の仕入業務を集約し「原材料の調達」や
「生産計画」「物流」を一元管理する「サプライチェーン統括
課」を新設しました。これにより仕入価格の適正管理と製品
の安定供給につなげています。

サプライチェーン統括課を新設
化学品事業部

　サービスステーションやLPガス充てん所など多くの危険
物施設を所有する当社グループは、法令以上の厳しい自主
基準を用いた独自の環境安全監査を毎年実施し、PDCAサ
イクルを運用しています。

環境安全監査
サステナビリティ推進部

　三愛オブリ（株）本社では、三愛オブリグループ防災の日
である9月1日に、関東地方で明け方に発生した大規模地震
（マグニチュード7.3　震度6強）を想定した本社危機対応訓
練を実施しました。本訓練は、在宅中の管理者が情報収集
や発信等の対応を速やかに行えるよう、危機対応への実効
性を高めることを目的としています。同日、全国40事業所に

防災の日‐危機対応訓練の実施
サステナビリティ推進部

　キグナス石油（株）は2023年10月25日に名古屋油槽所に
おいて、シナリオ開示型の危機対応訓練を実施しました。万
が一、油槽所で火災や漏洩事故が発生した場合の被害は甚
大であり、常に安全操業が求められます。
　今回の訓練では、ローリー積場で爆発火災事故が発生し
たという想定の下、共同防災隊員※と油槽所所員が連携して
消火にあたり、大型化学消防車からの放水等を実際に行い
ました。また、キグナス石油（株）本社には対策本部を設置し、
名古屋油槽所の現場状況を遠隔監視システムの映像と音
声で確認しながら、事故の状況把握と情報伝達を行うなど
実践的な訓練を行うことで、有事の危機対応能力を高めま
した。
※ 共同防災とは「一般社団法人 九号地共同防災組織」のこと

油槽所危機対応訓練
キグナス石油（株）

人々の生活と産業を支える
パートナーを目指す

エネルギーの安定供給02
マテリアリティ報告マテリアリティ報告

監査実施事業所数

指摘件数

是正完了

2021年度 2022年度 2023年度

272

147

147

249

113

113

242

183

183

負傷した作業員の救護訓練

本社・危機対応訓練の様子

大型化学消防車から放水

ローリー積場フォームヘッドから放水
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　中期経営計画で掲げる「変革を生む挑戦的な組織風土の
醸成」には、ダイバーシティ＆インクルージョンへの深い理解
と、社員一人ひとりが率直で対等なコミュニケーションスキ
ルを身に付けることが重要です。人事部人材開発課は2023
年10月から2024年2月にかけて、一般社員を対象とした「ア
サーティブ・コミュニケーション研修」を全国5会場（計9回）
で実施しました。

アサーティブ・コミュニケーション研修
人事部

　人材の価値を引き出して中長期的な企業価値向上につな
げる人的資本経営の重要性が高まる中で、社内の現状や課
題を理解するとともに、管理職に求められる役割を再認識す
るため、管理職ミーティングが2023年度よりスタートしまし
た。初年度は全国4会場（福岡、本社、大井町、羽田）で開催
され、約120名の管理職がワークやディスカッションを通して
情報交換を行いました。

管理職ミーティング
人事部

人材の確保と育成
ダイバーシティ＆インクルージョンほか03

マテリアリティ報告

　三愛オブリ（株）では、経営理念である三愛精神のもと、自ら学び、自ら考え、自ら行動を起こす見識のある人財の育成を目指し、
幅広い研修制度を整え社員の成長を支えています。

長期ビジョン実現に向けた研修制度
人事部

執行役員　人事部長

三愛オブリグループの「人的資本経営に関する基本的な考え方」について
　私が思う三愛オブリグループ社員の強みは、誠実・実直・信頼です。これらの強み・良さを伸ばし、社
会から信頼される組織であり続けると同時に、未来志向で働きがいのある組織を作っていかなければ
ならないと思っています。なぜなら「事業ポートフォリオの進化」を実現させるためには、変化を厭わず、
自ら考え、発信し議論できる人材が必要だからです。
　ビジネスモデルの変革に呼応する人財戦略こそが人的資本経営であり、2024年3月「人的資本経営
に関する基本的な考え方」を開示しました。人財戦略の成果は長期的なスパンで見ていく必要がありま
すが、日々社員が働く現場で起きていること、何に喜びや達成感を感じ、何に疑問・不満を感じている
のかを、私自身が理解し、次の施策につなげていくことも大切だと認識しています。人的資本経営が会
社にも社員にもプラスに機能し価値創造と成長の好循環が生まれるよう、迅速果断に取り組んでまいり
ます。

　事業環境の変化に対応し、企業価値の最大化と永続的な発展を続けるためには、そこで働く社員一人ひとりのモチベーション、貢
献意欲の向上が必要不可欠です。そのために各種施策を実行し、社員のエンゲージメント向上を図っていきます。

人財戦略の全体像

2023年度の研修体系図

階層別研修 能力開発・スキルアップ選抜型研修 国内留学 自己啓発

エンゲージメント向上研修

アセッサー養成研修

ベーシックマネジメント研修

プレマネジメント研修

リーダーシップ研修

３年目社員研修

２年目社員研修

新入社員フォローアップ研修

新入社員研修

グループ会社出向者研修

次世代幹部養成プログラム

管
理
職

役
職
に
よ
る
研
修

キ
ャ
リ
ア
採
用
者
研
修

新
入
社
員
〜
３
年
目

管
理
職

一
般
社
員

Ｄ
Ｘ
研
修

社
会
人
大
学
院
制
度
／
M
B
A

女
性
幹
部
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

e
ラ
ー
ニ
ン
グ

通
信
教
育

エンゲージメント向上

採用
新卒・キャリア採用を含め、多様性のある人材を採用

人財配置
キャリアパス制度の確立・推進、
リスキリング／リカレント教育の推進

育成教育
人事データの取得・活用による人財管理の高度化
成長分野への積極的配置

採用
育成 人財
教育 配置

● 働き方改革の推進
● 健康経営の推進（健康経営優良法人 ホワイト500）
● 福利厚生制度の充実
● 風通しの良い企業文化

働きやすさの創出

● シニア向け制度の再構築
● 女性活躍／障がい者活躍に向けた制度整備
● アルムナイ制度※の導入
※ 一度自社を退職した人材を再び採用すること

多様な人財の活躍促進

人財ポートフォリオの最適化

人財戦略に係る主な施策

プレゼンテーション技能向上研修

トレーナー養成研修

OJTリーダー研修

財務分析研修

債権管理研修

安全運転講習
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マテリアリティ報告

　三愛オブリ（株）は経済産業省等と日本健康会議が共同で
選定する「健康経営優良法人2024(大規模法人部門)ホワイ
ト500」に認定されました。また、中小規模法人部門では新た
に三愛オブリテック（株）、（株）KAFCOが認定され、合計6社
が認定されました。
　三愛オブリグループでは、従業員の健康を重要な経営課
題と位置づけ、従業員が心身ともにいきいきと働くことがで
きるよう、健康経営を推進していきます。

「健康経営優良法人2024(大規模法人
部門)ホワイト500」に認定
人事部

　三愛オブリ（株）では、ワーク・ライフ・バランスへの取り組み
として、育児介護と仕事を両立しやすい職場環境づくりに努め
ています。2024年2月27日に出産、育児・介護休業の制度概
要と、それに関連するハラスメントを理解することを目的とした
WEBセミナーを開催し、42名が参加しました。人事部・給与厚
生課では、育児休業に関する相談窓口を設置しています。

育児・介護セミナー
人事部

　三愛オブリ（株）は、2024年4月より従業員が安心して働け
る職場環境を整備するために、従業員が病気やケガで働け
なくなった際の収入保障制度である「団体長期障害所得補
償保険(GLTD)制度」を導入しました。今後も創業者 市村清
が提唱した三愛精神「人を愛し 国を愛し 勤めを愛す」のも
と、従業員一人ひとりの生活の安定のため、さまざまな制度
を導入していきます。

「団体長期障害所得補償保険(GLTD)
制度」の導入
人事部

　三愛オブリ（株）では、健康経営で解決したい経営課題を「生産性の向上」、「人材確保・育成」とし、従業員の身体的な幸福度の向
上、プレゼンティーズムとアブセンティーズムの低減、エンゲージメントの向上に取り組むため、健康経営戦略マップを策定しています。

健康経営戦略マップ
人事部

DX推進に向けて

健康経営

経営課題 2023
目標値

2022
実績

健康投資
2023年度の取り組み

健康投資施策の
取組状況に
関する指標

・BMI30≧対象の
積極的保健指導
・特定保健指導への参加勧奨
（健保+事業所担当者）

生産性の
向上

人材確保・
育成

・健保主催のウォークラリーへ
参加
・保険会社のウォーキング
アプリ試用イベントに参加

・交代勤務のある社員への
個別保健指導
・保健師による栄養講話
・栄養バランスのとれた
仕出し弁当の導入

最終的な
目標指標 健康課題

身体的な
幸福度
向上

プレゼン
ティーズム
低減

アブセン
ティーズム
低減

エンゲー
ジメント
向上

従
業
員
の
健
康
づ
く
り
の
た
め
の
取
り
組
み

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
向
上
の
た
め
の
取
り
組
み

運動

食事

①生活習慣病
対策

②喫煙率の
低減

肥満率を
下げる

週に2日以上
軽く汗をかく
30分以上の
運動をする
従業員を増やす

32.2%

41.3%

週に３日以上、
就寝前2h以内
に食事をとる
従業員を減らす

35.7%

・健診事後措置対象者への
個別フォロー
・禁煙ガム
・禁煙外来の周知

禁煙 喫煙率を
下げる 27.0%

③女性の健康 ・管理職ミーティングにて
男女の健康について講話

男女の
健康

女性の健康に
関するセミナー
（参加率）

94.7%
(男女の健康）
67.4％

(管理職編）

④睡眠の改善 ・睡眠時無呼吸症候群検査の
実施睡眠

睡眠が十分
とれていない
従業員を減らす

25.1%

⑤ストレス
対策

・ストレスチェックの実施・
分析・フォロー
・ストレスマネジメント
ｅラーニング実施

ストレス
対策

ストレス
チェック
（実施率）

97.6%

⑥有給休暇
取得率向上

・目標シートによる管理
・社内掲示板による
有給休暇取得促進
・有給休暇推奨日の設定

有給休暇
取得率

目標シートに
よる管理
（取得率）

62.4%

⑦メンタル
ヘルスの
理解

・発達障害セミナー
・新任管理者向け
メンタルヘルス教育

離職対策

管理監督者
向けセミナー
（参加率）

66.0%

・産業医、保健師による
休職者フォロー
・メンタル不調者への面談対応
・残業45時間/月超社員への
健康チェック

離職率

29.0%

42.0%

30.0%

16.7%

100%

20.0%

100%

70.0%

100%

‒ 6.7%

DX経営の推進

DX推進委員会体制図

業務効率化・
高度化

（コスト改善・
生産性向上）

経営判断や
意思決定の
迅速化

データ活用
による
営業改革、
売上拡大

　三愛オブリ（株）では第2次中期経営計画で掲げた「デジタ
ル化・データ活用の高度化」を通じて経営改革を推進するた
め、2024年7月DX推進委員会を新設しました。本委員会で
は下部組織として3つの分科会を設置し、目的別にDXによる
業務改革を図ります。

DX推進委員会
情報システム部

マネジメントDX・
コーポレートDX分科会

ビジネスDX分科会

DX人財分科会

データドリブン経営の実現と
コーポレート業務の効率化

DXを通じたビジネスモデルの変革と
効率化

デジタル化に対する社内意識の醸成と
社員のデジタルスキルの向上

分科会 目的

※ 目標値および実績値は三愛オブリ（株）単体の数値

2023
実績

33.3%

36.7%

33.5%

24.7%

100%

28.7%

97.4%

66.5%

100%

5.1%
DX推進人財の育成

ITテクノロジーの環境整備

経営会議

DX推進委員会

マネジメントDX・
コーポレートDX

分科会

ビジネスDX
分科会

DX人財
分科会
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コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス

経営の効率化と透明性を確保し
ステークホルダーの信頼を得る

コーポレート・ガバナンス04

　当社グループでは、実効性の高いコーポレート・ガバナン
ス体制を構築しその仕組みを重層的に運用することで業務
の適正を確保しています。

会計監査人
　会計監査人は当社グループに対して独立の立場を保持しな
がら、監査役と緊張感のある協力関係のもとで、財務報告の
信頼性を確保すべく、監査の実行性の向上に努めています。

https://www.san-ai-obbli.com/csr/governance/
内部統制基本方針はホームページをご覧ください。

指名・報酬諮問委員会の審議内容
　当委員会において、役員報酬、取締役および執行役員の
人事等について審議し、決定過程の客観性・透明性を高め
ています。

取締役会のモニタリング機能強化
　経営の迅速な意思決定を図るために取締役会は少人数構
成を基本とし、経営の監督機能を強化するために取締役の3
分の1以上は利害関係のない独立社外取締役としています。

コンプライアンス委員会
　コンプライアンス委員会では、コンプライアンス意識の高
い企業風土の醸成と不祥事の未然防止のために、毎月コン
プライアンスNEWSを発行し、社内教育を行っています。

　社外取締役は、多様な知見・経験を活かして業務の執行
に対して意見を述べ、重要な決定プロセスに関わっていま
す。また社外監査役は、取締役の職務の執行状況を把握す
るとともに、会計監査の適法性および財産の状況を公正な
立場で調査しています。いずれの社外役員も東京証券取引
所の定めに基づく独立役員に指定されています。

［ 社外取締役および社外監査役 ］

　当社グループでは、取締役会が適正に機能しているかを
定期的に検証し、課題の抽出および改善に努めています。
詳細はコーポレート・ガバナンス報告書にて開示しています。

［ 取締役会の実効性評価 ］

リスクマネジメント／コンプライアンス
　当社グループでは、リスクの把握と対応策を検討するリスクマネジメントを徹底するとともに、「三愛オブリグループの倫理行動憲
章」によりコンプライアンス経営を推進し安定的な事業活動の基盤としています。

リスクの選定
　三愛オブリグループサステナビリティ委員会では、事業を行
う上で重要な影響を与える可能性のあるリスクを選定し対応
策および予防策を検討しています。以下は2024年6月時点で
当社が入手可能な情報に基づき判断したリスクの一例です。

マテリアリティ報告

コーポレート・ガバナンス体制図 (2024年4月1日時点)

監督

監査相当性の判断

選任／解任

答申

選任／解任選任／解任

連携

会計監査監査

監査

監査役室 指名・報酬諮問委員会

会計監査人監査役会 取締役会

株主総会

代表取締役 経営会議

内部統制委員会

監査・内部統制部

三愛オブリグループ
サステナビリティ委員会

コンプライアンス委員会

環境・社会貢献委員会

リスクマネジメント委員会

品質保証委員会（各事業部、本社各部）
（グループ会社）

執行役員

改革のあゆみ

取締役会実効性評価を初実施2017.2

初の女性取締役(社外)が就任2019.6

サステナビリティの重要課題（マテリアリティ）を特定、
TCFD提言の採用および情報開示

2022.11

企業価値向上に向けた現状分析を開示2023.11

指名・報酬諮問委員会を設置2020.4

取締役の3分の1以上を独立社外取締役へ
執行役員制度の導入により業務執行の迅速化

2020.6

第２次中期経営計画の開示
株主対話、コミュニケーションの促進

2024.5

中期経営計画の社外開示スタート2021.8

コーポレートガバナンス・コードの改定に伴い、
「サステナビリティ基本方針」、
「多様性の確保に向けた方針」等の策定

2021.12

取締役会

監査役会

経営会議

指名・報酬諮問委員会

内部統制委員会

三愛オブリグループ サステナビリティ委員会

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

環境・社会貢献委員会

品質保証委員会

9回

9回

42回

3回

5回

5回

5回

12回

5回

7回

市場環境の変化について
大規模感染症について
災害等について
投資等について
情報セキュリティに
関するリスク

1.
2.
3.
4.
5.

製品の品質および
安全性に関するリスク
保有有価証券について
地政学的リスクについて
法的規制関係について
個人情報に関するリスク

6.

7.
8.
9.
10.

2023年4月

2023年5月

2023年6月

2023年7月

2023年8月

2023年9月

2023年10月

2023年11月

2023年12月

2024年1月

2024年2月

2024年3月

改正個人情報保護法

コンプライアンス遵守について
（トップメッセージ）

倫理行動憲章について

ERP基幹システム入替に伴う
内部統制再構築について

会社貸与携帯電話の紛失時の
対応について

公益通報・相談窓口について

特定商取引法と個人情報保護法について

独占禁止法について

インボイス制度導入と
コンプライアンスについて

インターネットセキュリティについて

時間外労働の上限規制（働き方改革
関連法）について

改正障害者差別解消法について

No.213

No.214

No.215

No.216

No.217

No.218

No.219

No.220

No.221

No.222

No.223

No.224

発行 No. テーマ

女性 男性

機関設計 監査役会設置会社

取締役の人数
（うち社外取締役の人数）

8人
（3人）

5人
（3人）

9人

2年

有限責任あずさ監査法人

監査役の人数
（うち社外監査役の人数）

執行役員の人数

取締役の任期

監査法人

2023年度 重要会議の開催状況

2023年度 取締役会審議案件の内訳

事業戦略

ガバナンス

資本政策等

● 中期経営計画
● 業務執行報告
● 年次報告、計算書類
● 投融資関係

● 取締役会の実効性評価について
● 報酬の支給
● 内部統制評価結果
● サステナビリティ委員会報告

● 株主総会関連
● 株式関連
● 投資家関連

59%

27%

14%

指揮・命令・監督

初の女性監査役(社外)が就任2024.6
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公益通報・相談窓口
　コンプライアンス経営の強化のために公益通報・相談窓口
を設置し、不正行為などの早期発見と是正に努めています。

コンプライアンス意識行動調査
　「コンプライアンス意識行動調査」は、「倫理行動憲章」と自
分自身の行動を照らし合わせる機会として、毎年グループ全
体で実施しています。所属組織や職場環境について率直な
意見も集まってくるため、コンプライアンス担当者は調査結
果をもとにそれぞれの課題へ対応しています。2023年度に
実施した調査の主な結果は次の通りです（回答者1,494名）。

倫理に関する「誓約書」
　三愛オブリグループは6月8日を「倫理の日」と定め、役員・
全従業員が「倫理行動憲章」に基づき、誠実さと倫理観を持っ
て日々の業務にあたることを経営責任者に誓約しています。

マテリアリティ報告マテリアリティ報告

役員一覧（2024年10月1日現在）

金田 凖
代表取締役会長

石井 浩一郎
取締役
執行役員
ガス事業部門担当

佐藤 孝志
取締役
執行役員
総務部・法務審査部担当

長谷川 文則
取締役
専務執行役員
経営企画部・情報システム部・
サステナビリティ推進部担当

隼田 洋
代表取締役社長
社長執行役員

松村 淳一
常勤監査役

鵜瀞 惠子
取締役（社外・非常勤）

鈴木 久泰
取締役（社外・非常勤）

二宮 洋二
取締役（社外・非常勤）

監査役

渡邉 秀俊
監査役（社外・非常勤）

稗田 さやか
監査役（社外・非常勤）

加藤 文彦
監査役（社外・非常勤）

大井 厚志
常勤監査役

永松 慎一
執行役員
エネルギーソリューション事業部門・
化学品事業部門担当

執行役員

須藤 晃
執行役員
航空事業部門担当

杉浦 克徳
執行役員
石油事業部門担当

西尾 祐子
執行役員
人事部担当

野中 英一
執行役員
経理部担当

取締役

金田　凖

隼田　洋

長谷川文則

佐藤　孝志

石井浩一郎

鵜瀞　惠子

二宮　洋二

鈴木　久泰

松村　淳一

大井　厚志

渡邉　秀俊

加藤　文彦

稗田さやか

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

代表取締役会長

代表取締役社長
社長執行役員

取締役
専務執行役員

取締役
執行役員

取締役
執行役員

社外取締役

社外取締役

社外取締役

常勤監査役

常勤監査役

社外監査役

社外監査役

社外監査役

氏名 地位 企業経営 法務・
リスクマネジメント

財務・会計・
金融 業界知見 営業・

マーケティング
人事・労務・
人材開発 ESG

2021年度

2022年度

2023年度

4件

8件

4件

あなたの職場では、コンプライアンスより
売上や利益が優先される傾向がありますか。Q

ない 1,438名 4%96%ある 56名

立場の弱い納入業者等へ一方的に負担を強いたり、
不当に拘束する条件での取引はありませんでしたか。Q

ない 1,486名 1%99%ある 8名

あなたの職場では、ハラスメント（パワハラ・セクハラ・
マタハラ等）に関する問題がありますか。Q

ない 1,411名 6%94%ある 83名

取締役および監査役のスキルマトリックス

公益通報・相談窓口の利用件数

※ 上記の内容は、各自が有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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マテリアリティ（重要課題）への取り組みのほかにも、三愛オブリグループでは地域社会やステークホルダーとの関わりの中でCSR活
動を進めています。

　市村自然塾は、リコー三愛グループの創
業者である市村清の生誕100周年を記念し
設立された特定非営利活動法人です。「生
きる力を大地から学ぶ」をテーマに小学4
年生から中学2年生までの塾生が、農作物
の栽培から収穫までの体験や仲間との共
同生活を通して、規律性・自主性を育んで
います。当社は同塾の活動を法人会員とし
てサポートしています。

市村自然塾 関東・九州 の
活動に協賛
サステナビリティ推進部

活動ハイライト

　2024年4月15日に高知県、れいほく地域集落活動センター連絡協議会、嶺北地域４町村
（本山町、大豊町、土佐町、大川村）と、「吉野川流域における協働の川づくりパートナーズ
協定」を締結しました。本協定は吉野川流域で初となるものであり、地域の維持・再生に取
り組む集落活動センターや流域の自治体と連携することで、それぞれの地域に根差した清
流保全活動を推進していきます。

「吉野川流域における協働の川づくりパートナーズ協定」締結について
サステナビリティ推進部

　CT事業本部 東京事業所では、使用済み工業用フィルター等に付着したポリマーを安全
に除去するイタリア製のHYPOXを導入し、お客さまが所有する製品の再利用に貢献してい
ます。高温の熱処理（蒸気）で樹脂を溶かすHYPOXは、樹脂の加水分解反応、熱分解反応
を利用した安全で操作が容易な洗浄装置です。使用する薬剤や排水も非常に少量で、従来
の洗浄法では除去が困難であった炭化物やゲル等も処理することが可能です。これからも
HYPOX活用の幅を広げるために積極的な営業活動を展開し、使用済み製品のリサイクル
を通じて循環型社会へ貢献していきます。

工業用フィルター洗浄による製品の再利用
三愛オブリテック（株） 　近年、社会貢献活動や復興支援などボランティア活動への関心が高まっていますが、参

加の妨げとなる要因として時間的な制約が課題となっていました。2023年度、社員のボラン
ティア活動を支援すべく年間3日のボランティア休暇(有給)制度を導入しました。会社組織
とは違った場所での経験が、本人の力になるよう、これからも社会参加を応援していきます。

ボランティア休暇制度の導入
三愛オブリ(株)

　当社グループは車社会に密接な事業特
性を持ち、地域に暮らす人々は重要なス
テークホルダーです。 三愛オブリ（株）は
2022年度より、公益財団法人交通遺児育
英会へ寄付を開始し、2023年度紺綬褒章
を受章しました。
　公益財団法人交通遺児育英会は、交通
事故によって保護者が死亡または重度の
後遺障害を負い、経済的に修学が困難に
なった子どもたちへ支援を行っています。
当社はこれからも子どもたちの教育機会の
維持と次世代育成に貢献していきます。

交通遺児育英会への寄付
「紺綬褒章」の受章
サステナビリティ推進部

　社員が気軽に社会貢献できる取り組みとして「古着
deワクチンまごころプロジェクト」 へ参加しています。
本プロジェクトは、参加者の不要になった衣類をカン
ボジア等へ送り、現地でリユースされる仕組みです。 
キット(回収袋）購入費用の一部は「世界の子どもに
ワクチンを日本委員会(JCV）」に寄付されています。

古着deワクチンまごころプロジェクト
サステナビリティ推進部

　当社本店が所在する品川区大井町において「第15回スポ
GOMI  in 大井」が開催され、三愛オブリグループの社員とその家
族を含む35名が参加しました。当社グループは本イベントの第1
回開催から継続的に参加をしており、本イベント参加を通じて、ご
み拾いをスポーツ・競技として楽しみながら、グループ社員の環
境意識を高めています。

「スポGOMI  in 大井」に参加
サステナビリティ推進部

　令和６年能登半島地震で被災された方々
への支援と復興のため、三愛オブリ（株）か
ら1,000 万円、キグナス石油（株）から1,000
万円の義援金を寄付しました。被災地の一
日も早い復旧・復興を心よりお祈り申し上
げます。

令和6年能登半島地震に対する
支援について
三愛オブリ(株)、キグナス石油(株)

　2024年2月15日、社員の健康意識の向
上を目的として、健康チェックイベントを実
施しました。当日は社員60名が参加し、血
管年齢測定・ベジチェック®（野菜摂取量推
定）・体組成測定・握力測定を行いました。
社員の健康は企業活動の源泉であり、引
き続き健康増進に取り組んでまいります。

健康チェックイベント
人事部

　ボランティア休暇制度を利用し、平日にこども食堂の
お手伝いに行きました。地域で活動することは、災害時
などお互いに助け合えるつながりができることだと実
感しました。私自身、お手伝いを通じて、地域の子ども
たちの顔や名前を覚えることができ、こども食堂を訪れ
る両親とのつながりもできました。今後もできる範囲で
地域貢献活動に参加していきたいと思います。

「こども食堂のお手伝い」
化学品事業部　管理課　金子きよ子

　サステナビリティ推進部は2023年11月15日、「第2回サステナビリティフォーラ
ム」を開催しました。当日は当社グループで取り組んでいるSDGs事例発表のほか、
関東学院大学の学長である小山嚴也（こやま よしなり）先生の基調講演「サステナ
ビリティ時代の社会貢献活動」と、本テーマに付随するワークショップが行われま
した。
　基調講演では、既存事業が成熟する中で、社会課題の解決と自社の生き残りを
両立させる社会貢献活動が近年増加しており、明確な事業コンセプトのもとで社会
貢献が戦略的に行われていると、他社事例を交えてご紹介いただきました。この講
演内容を受けた後半のワークショップでは、自社の事業特性を踏まえた社会貢献
活動を考え、数多くのアイデアが創出されました。それぞれ発表された内容は、環
境・社会貢献委員会から関係先へ実施に向け共有されました。

第2回サステナビリティフォーラムを開催  サステナビリティ推進部
小山学長による
基調講演

ワークショップ
の様子
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データハイライト（連結）

セグメント別GHG排出量（2023年度）

労働災害件数の推移新卒採用人数に占める女性比率

環境負荷データ

GHG（温室効果ガス）の排出量

GHG排出量の推移

廃棄物の内訳（2023年度）

人材関連データ

人事データ

当社グループの従業員の状況（2024年3月31日現在）

2022年度 2023年度2021年度

4

33

3

31

3
1

15,911

2022年度

15,448

2023年度

15,423

2021年度

15,605

2020年度

16,760

2019年度
（TCFD基準年）

20,000

16,000

12,000

8,000

4,000

0

7,694

8,217

7,666

7,782

7,177

8,246

6,923

8,682

7,070

9,690

2022年度 2023年度2021年度

（単位：%）
40

30

20

10

0

40

30

20

10

0

2022年度 2023年度
女性 合計男性 女性 合計男性

従業員数
平均年齢
平均勤続年数
依願退職者数
離職率
定年退職者数
定年再雇用者数
再雇用嘱託社員数（合計）

（人）

（歳）

（年）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

1,573
40.9
13.9
101
6.0
25
19
87

227
40.5
11.6
24
9.8
5
4
12

1,800
40.9
13.6
125
6.4
30
23
99

1,577
43.7
14.7
83
5.0
24
20
78

237
42.7
11.3
18
7.1
6
3
12

1,814
43.5
14.3
101
5.3
30
23
90

新卒採用人数
キャリア採用人数
合計

（人）

（人）

（人）

35
54
89

4
13
17

39
67
106

29
84
113

14
20
34

43
104
147

全採用内　キャリア比率 （％） － － 63.2 － － 70.8（単位：t-CO2）
6,0005,0004,0003,0002,0001,0000

石油関連事業

ガス関連事業

その他事業

航空関連事業

化学品関連事業

共通オフィス 37

309

2,656

2,370

4,756

5,321

2021年度
2022年度
2023年度

コピー用紙使用量（t）
51
46
48

水使用量（千㎥）
269
289
299

年間の水使用量とコピー用紙使用量

汚泥15 %

廃酸 16 %
廃油8 %

金属くず 8 %
廃アルカリ4 %
がれき類 2 %
その他 2 %

3,610 t

事業系
一般廃棄物 25 %

プラスチック類 20 %

（単位：t-CO2） ■■ Scope1　■■ Scope2

（単位：人） ■ 労災件数　■ 休業件数　■ 死亡

Scope1

Scope2

CO2総排出量(Scope1+2)

ガソリン（kl）
軽油（kl）
灯油（kl）
LPG（t）
都市ガス（千㎥）
都市ガス導管供給(千㎥)
その他（kl）
Scope1 合計

電力（千kWh）
グリーン電力合計
(千kWh)
　グリーン電力
　非化石証書付き電力
　自社所有の太陽光発電
熱・蒸気（GJ）
Scope2 合計

676
1,396
180
239
206
－
336
－

18,735

810

262
515
33

1,177
－

1,571
3,610
450
718
464
－
880
7,694

8,217

0

0
0
0
0

8,217
15,911

675
1,437
121
201
246

82,422
338
－

17,186

2,108

471
1,549
88

1,096
－

1,546
3,726
303
599
569
22
903
7,666

7,782

0

0
0
0
0

7,782
15,448

活動量

2022年度 2023年度
GHG（温室効果ガス）の

排出 CO2排出量
（t-CO2） 活動量 CO2排出量

（t-CO2）

（注）1. 数量は四捨五入で表記しています。
　　2. Scope1の「その他」は、川崎エネルギーセンターの自家使用分(原油換算値)です。
　　3. CO2の排出量は「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」を、

電力については、2023年度の「電気事業者別排出係数(環境省・経済産業省)」
を使用しています。

　　4. 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、2023年度より「都市ガスの供給
に伴う排出(メタン)」を算定し、結果をCO2に換算し追加しています。

21.8

10.3

32.6

2022年度 2023年度
管理職に占める女性比率
従業員1人あたりの教育費

（％）

（千円）

4.9
101

5.1
90

有給休暇取得率 （％） － 59.9

石油関連事業

従業員数（人） 553
（1,065）

化学品
関連事業
87
（18）

ガス関連事業

596
（122）

航空関連事業

402
（31）

その他事業

112
（37）

全社（共通）

64
（23）

合計

1,814
（1,296）

00

29

（注）1. 使用人数は就業人数であり、臨時雇用者数は（）内に当連結会計年度の平均人員を概数で記載しています。
　　2. 全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものです。

（注）1. 労働災害の定義：労働者が業務遂行中に業務に起因して受けた業務上の災害
のことで、業務上の負傷、業務上の疾病および死亡

　　2. 休業件数の定義：労働災害件数のうち、4日間以上休業した件数
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財務報告

データハイライト（連結）

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益／1株当たり当期純利益

配当金／配当性向

総資産

自己資本比率純資産

自己資本利益率（ROE)

セグメント別事業概況

売上高

91期
2022年3月期

92期
2023年3月期

93期
2024年3月期

石油関連事業

化学品関連事業

ガス関連事業

航空関連事業

その他事業

計

調整額

連結財務諸表計上額

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

売上高

セグメント利益

522,317

9,371

10,383

1,217

51,275

2,609

8,798

62

5,956

1,020

598,731

14,282

ー

△1,162

598,731

13,120

554,745

9,587

12,210

1,138

61,015

2,197

13,491

3,766

6,370

1,152

647,833

17,841

ー

△1,803

647,833

16,038

566,011

8,348

12,098

964

56,134

1,735

19,320

8,756

6,024

729

659,588

20,534

ー

△2,792

659,588

17,741

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

667,929

473,899

598,731
647,833 659,588

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

11,940
10,001

13,120

16,038
17,741

20,000

15,000

10,000

5,000

0

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

101.57

15,000 200

160

120

80

40

0

12,000

9,000

6,000

3,000

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

80

60

40

20

0

（注）セグメント利益は連結損益計算書の経常利益と調整を行っています。

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：円）
■■ 親会社株主に帰属する当期純利益　● 1株当たり当期純利益

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

179,224 187,245
197,887 201,244

218,607
250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

（単位：百万円）

（単位：％）

117.02 120.66

160.20
171.15

52.5 54.2 54.2 55.5 53.9

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

20

15

10

5

0

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

98,786
106,468 112,358 117,424

123,829

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

0

（単位：百万円）

（単位：％）

7.2
8.7

8.0
10.0 9.8

0

8,164 7,053
8,308

10,901 11,217

（注）91期の配当金には、創立70周年記念配当3円が含まれています。

（単位：%）
■■ 配当金　● 配当性向

（単位：円）

第91期
（2022年
3月期）

第92期
（2023年
3月期）

第93期
（2024年
3月期）

第90期
（2021年
3月期）

第89期
（2020年
3月期）

36.9

100 100

80

60

40

20

0

80

60

40

20

36.3

47.3

0

28 28
40

55

47.6
56.1

80

（単位：百万円）
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三愛オブリグループ

Sustainability Report

2024
お問い合わせ先

三愛オブリ株式会社 サステナビリティ推進部
〒100-8154 東京都千代田区大手町二丁目3番2号　TEL：03-6880-3812　FAX：03-6880-3033

https://www.san-ai-obbli.com/
三愛オブリ（株）ホームページ

Cover Story

今年度、第2次中期経営計画
（2024-2026年度）がスタート
しました。2030年度に目指す
姿に向かって階段を着実に上
り、変貌する未来への挑戦を
続けるグループの姿勢を表現
しました。

三愛オブリグループの概要  （2024年3月31日現在）

三愛オブリ株式会社
代表取締役会長　金田 凖
代表取締役社長　隼田 洋
1952年6月9日
101億2,715万円

商 号
代 表 者

創 業
資 本 金

376名
〒140-8539
東京都品川区東大井五丁目22番5号
〒100-8154
東京都千代田区大手町二丁目3番2号
東京証券取引所プライム市場

従 業 員 数
本店所在地

本社事務所

株 式 上 場

三愛オブリグループ会社一覧（連結）（2024年10月1日現在）

三愛オブリ株式会社

石油製品販売・受発注業
キグナス石油株式会社
キグナス興産株式会社
三愛リテールサービス株式会社
三愛オブリ東日本株式会社
三愛オブリ北陸株式会社
三愛オブリカスタマーサービス株式会社

LPガス販売業・配送業
三愛オブリガス東日本株式会社
三愛オブリガス播州株式会社
三愛オブリガス中国株式会社
三愛オブリガス九州株式会社
三愛オブリガス三神株式会社
キグナス液化ガス株式会社
三愛オブリガスサービス中国株式会社
三愛オブリガスサービス九州株式会社
三愛オブリLPG輸送株式会社

化学品製造業
三愛理研株式会社

航空燃料取扱業
三愛アビエーションサービス株式会社
神戸空港給油施設株式会社
株式会社KAFCO

都市ガス業
佐賀ガス株式会社
伊万里ガス株式会社

建設工事業
三愛オブリテック株式会社

保険代理業
株式会社ティー・アンド・ピー
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